
新規・拡充事業

①事 業 名 地域科学技術振興事業費補助金

②主管課及び (主管課）科学技術・学術政策局基盤政策課地域科学技術振興室（室長：田口康）
関係課 (関係課）研究振興局研究環境・産業連携課（課長：田中敏）
（課長名）

③施策目標及び 施策目標６－２ 地域における科学技術振興のための環境整備
、 。達成目標 達成目標６－２－１ 平成１８年度までに 知的クラスターを１０拠点程度育成する

達成目標６－２－２ 平成１８年度までに、産学官連携の拠点となるエリアを各都道
府県に１～２ヶ所程度育成する。

達成目標６－２－４ 平成１８年度までに、地域施策を通じた大学等の特許権の出願
件数２０００件、事業化（商品化(試作品含む)､起業等）件数,
２００件を達成する。

達成目標６－２－５ 知的クラスター創成事業の実施地域で産業クラスターとの合同
成果発表会等を毎年開催するほか、関係府省との連携プロジェ
クトを実施する。

達成目標６－２－６ 平成１８年度までに、知的クラスター創成事業や都市エリア事
業における参加企業を増加させる。

（関連）
施策目標６－２ 地域における科学技術振興のための環境整備
達成目標６－２－３ 平成１８年度までに、各事業を通じた大学等の産学官連携によ

る研究開発を３割程度増加させる。
達成目標６－２－７ 平成１８年度までに、すべての都道府県、政令指定都市が独自

の科学技術政策大綱や方針を策定するように促す。
施策目標４－９ 社会基盤等の重要分野の推進や急速に発展しうる領域への対応
達成目標４－９－（追加）都市エリア産学官連携促進事業において、安全・安心をテ

ーマとしたプロジェクトを実施することで、各地域で求め
られる「安全・安心」の強化を図る。

④事業の概要 地方公共団体の指定する中核機関に補助金を交付し、産業ニーズ等を踏まえた新技術
シーズを生み出すための産学官共同研究等を地域が主体的に実施。
平成１６年度は、知的クラスター創成事業は全国１８地域、都市エリア産学官連携促

進事業は全国３７地域で実施。
平成１７年度から、本事業において新たに以下を実施。

ⅰ)「政策群（科学技術駆動型の地域経済発展 」を踏まえ、関係府省連絡会の開催、）
地域の推進協議会の活動強化等を通じた新たな連携プロジェクトを実施

ⅱ)全国レベルのフォーラム等の開催、クラスター間の連携プロジェクトの実施 等
ⅲ)ＪＳＴの研究成果活用プラザを通じたコーディネーター支援及び企業化研究開発資
金確保

ⅳ)知的クラスター創成事業等による長期インターンシップの実施、ＭＯＴ講座の開催
等地域の産学官連携人材育成のための支援、地域における理解増進活動との連携、

ⅴ)地域のイニシアティヴによる国際交流促進
ⅵ)知的クラスター創成事業初年度開始１２地域の中間評価結果を受けた計画の見直し
及び資金の傾斜配分

ⅶ)都市エリア産学官連携促進事業の終了地域に対する、競争的環境の下での、評価結
果及び事業内容に応じた支援の継続

ⅷ)都市エリア産学官連携促進事業において、地域に密着した「安全・安心」に係るテ
ーマを積極的に実施する。

⑤予算額及び 平成１７年度概算要求額：１７６００百万円 （平成 年度予算額 百万円）, 16 12,400
事業開始年度 事 業 開 始 年 度：平成１４年度

⑥事業開始時に 本事業の実施により、地域が主体性を発揮し、産学官連携体制の整備、企業ニーズを
おいて得よう 踏まえた新技術シーズの創出のための産学官共同研究及び事業化に向けたコーディネー
とした効果 ト活動を行うこと。

⑦得られた効果 本事業の実施により、地域における産学官連携体制が整備され、事業化に向けた共同
研究やコーディネート活動が行われている。また、共同研究等の成果として特許出願や
ベンチャー創出等が実現している。
①知的クラスター創成事業では 平成１５年度までに１５地域で約 人の研究者(う、 1,500
ち企業約 人)が共同研究に参加し、地域の自主事業による取り組みが連動して、500
各地域でクラスター形成に向け着実な前進がみられる。

②都市エリア産学官連携促進事業では、平成１４年度に事業を開始した１９地域の合計
で、約 人(うち企業約２００人)が共同研究に参加し、地域の特色を活かした多様700
な産学官連携活動が活発に行われるようになった。

⑧得ようとする 上記⑥に加え 平成１７年度から新たに講じる方策により ⑨達成年度、 、
効果 地域における産学官連携人材の育成・確保及びコーディネー



ト活動への支援、関係府省との連携の強化等を図り、地域に
おける自立的かつ持続的なイノベーション・システムの構築 平成 年度18
及び継続的な新事業の創出を図る。
特に、知的クラスター創成事業実施地域においては、クラ

スター形成活動のネットワーク化・広域化、国際交流活動の
活発化によりクラスター形成を加速する。
また、都市エリア産学官連携促進事業では、科学技術によ

る「安全・安心」に係るテーマを積極的に実施することによ
り、各地域で求められる「安心・安全」の強化を図る。

⑩必要性 ・第２期科学技術基本計画において ( )地域における 知的クラスター の形成 ( )、 「 」 、1 2
地域における科学技術施策の円滑な展開、として地域の資源やポテンシャルを活 用に
よる我が国の科学技術の高度化・多様化等のための施策を推進することとされて お
り、本事業はこれを具体化したもの。
・ 平成１７年度科学技術に関する予算、人材等の資源配分の方針」では、地域科学技「
術振興について、地域のニーズを踏まえて取組を一層加速することとされている。

・ 知的財産推進計画２００４」では、知的財産を活用して地域を振興するため、クラ「
スター形成をはじめとする地域における産学官連携体制の強化を図ることとされてい
る。

・ 経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００４」では、知的クラスター創成事「
業を推進するとともに、産業クラスター計画との統合的かつ円滑な運用や各クラスタ
ー間のネットワーク化を進める。また、地域における産学官連携強化、地域ブランド
の形成・発信等の重点施策を実施するとされている。

・平成 年度実績評価の今後の課題で示したように 「地域科学技術施策推進委員会」15 、
、 、において 地域に対する調査の結果も踏まえて今後必要な施策について検討した結果

「④事業の概要ⅰ)～ⅷ)」の各方策が必要という結論を得た。

⑪効率性 ( )本事業には、約 人の産学官の研究者が参加（うち産は約 人 。平成 年1 2,200 700 14）
度から 年度にかけて予算の増加割合以上に参加企業数、特許出願数等が増加して15
いる。

( )本事業の実施による特許出願件数は平成１５年度で５００件を超えており、投入資2
金に比べ極めて効率的に共同研究の成果が上がっている （平成１４年度の大学全体。
の特許出願件数は約６００件(１兆円以上)、理研２６４件(約 億円)、物材機構２800
８２件(約 億円)）160

( )本事業と連動した地域側の自主事業に１０７億円（企業の負担を除く）が投入され3
るなど、地域イノベーションシステムの構築に向け国と地域が協力し、極めて効率的
に事業が進んでいる。

( )今後、経済産業省をはじめとする関係府省との連携強化、地域の産学官連携人材の4
育成・確保、コーディネート活動への支援等により、より効果的・効率的な事業とな
ることが期待される。

⑫ 効果の把握の 施策目標の達成の有無については、定量的な指標のみでは測定することが難しいが、
有 仕方 関連目標である産学官連携を通じた共同研究数や特許出願数、事業化数などの指標の推

検証の手順 移により間接的に評価しつつ、地域の特性を考慮してその取組状況を評価する。（ ）
効 知的クラスター創成事業の初年度開始１２地域については、本年度中間評価を行い、

その結果に基づき、必要に応じて各地域の事業計画の見直しを検討していく
性 都市エリア産学官連携促進事業の初年度開始１９地域については、今年度末に終了評

価を行う。

得ようとする 平成14年度、15年度と事業の実施を通じ、産学官の基盤整備や、共同研究及び成果育
効果の達成見 成研究が着実に行われてきた。その結果、共同研究参加企業数、特許出願件数の増加に
込みの判断根 加え、地域独自の研究成果から革新技術や新事業が生まれ始めてきている状況にある。
拠 判断基準 一方、課題とされる産業クラスター計画との一層の連携強化、クラスター形成活動のネ（ ）

ットワーク化、コーディネート活動の支援、人材の育成・確保等についても、これまで
の取組を工夫し、かつ平成１７年度予算の拡充も図りながら対応を強化するため、課題
の克服も見込まれ、達成年度到来時には、得ようとする効果が得られるものと期待され
る。

・第２期科学技術基本計画（H13.3.30閣議決定）⑭備 考
・ 経済財政運営と構造改革に関する基本方針 ２００４」「
・ 平成１７年科学技術に関する予算、人材等の資源配分の方針 （Ｈ16．6.4閣議決定）「 」
・ 今後の地域再生の推進にあたっての方向と戦略 （ 地域再生本部決定 ）「 」 ）H16.5.27
・平成１６年度予算の政策群「科学技術駆動型の地域経済発展」及び「若者・長期失業者
の就業拡大」'
・ 地域科学技術施策推進委員会」「
局長の私的諮問機関。地域事業の提案に関する採択や、地域事業における評価等を行

うため、未公開。また、知的クラスター創成事業の中間評価を今年度中に実施すること
としている。



知的クラスター創成事業について

全１８地域

○経済産業省（産業クラスター計画）との連携

知的クラスターで生まれた技術シーズを、産業クラスターにおいて実用化・
事業化を図る。
・地域ごとに文部科学省、経済産業省、地方自治体等による「地域クラスター推進

協議会」を設置し、両省の事業の密接な連携と調整を図る。

・地域ごとに両省の事業の成果に関する「合同成果発表会」を年１回程度開催し、

関係事業の参加者間で情報交換を行う 等

○地方自治体との連携
各地域の主体性のある取組（構造改革特区制度等）との連携

例）・糖質バイオクラスター特区（香川県） ←高松希少糖バイオクラスター
・光技術関連産業集積促進特区（浜松市）←浜松オプトロニクスクラスター
・バイオメデイカル・クラスター創成特区（大阪府） ←大阪北部（彩都）バイオメディカル

クラスター

浜松オプトロニクス浜松オプトロニクス
クラスタークラスター[ IT [ IT ・ライフ・ライフ]]

けいはんなヒューマン・けいはんなヒューマン・
エルキューブクラスターエルキューブクラスター

[ IT[ IT・ライフ・ライフ ]]

高松希少糖バイオ高松希少糖バイオ
クラスタークラスター [ [ ライフライフ ]]

広島中央広島中央
バイオテクノロジーバイオテクノロジー
クラスタークラスター[ [ ライフライフ ]]

長野・上田スマートテバイス長野・上田スマートテバイス
クラスタークラスター[ [ ナノナノ ]]

札幌ＩＴカロッツェリア札幌ＩＴカロッツェリア
クラスタークラスター [ IT ][ IT ]

福岡システムＬＳＩ福岡システムＬＳＩ
設計開発設計開発

クラスタークラスター [ IT ][ IT ]

北九州北九州
ヒューマンテクノヒューマンテクノ
クラスタークラスター[ IT ][ IT ]

九州広域クラスター九州広域クラスター

仙台サイバーフォレスト仙台サイバーフォレスト
クラスタークラスター [ IT ][ IT ]

とやま医薬バイオとやま医薬バイオ
クラスタークラスター[ [ ライフライフ ]]

徳島健康・医療徳島健康・医療
クラスタークラスター[ [ ライフライフ ]]

名古屋ナノテクものづくり名古屋ナノテクものづくり
クラスタークラスター[ [ ナノナノ ]]

神戸トランスレーショナル神戸トランスレーショナル
リサーチクラスターリサーチクラスター

[[ライフライフ]]

大阪北部（彩都）大阪北部（彩都）
バイオメディカルバイオメディカル
クラスタークラスター[[ライフライフ]]

関西広域クラスター関西広域クラスター

ロボティック先端医療ロボティック先端医療
クラスタークラスター[ [ ライフライフ ]]

やまぐち・うべやまぐち・うべ
メディカルイノベーションメディカルイノベーション

クラスタークラスター[ [ ライフライフ ]]

石川ハイテク・センシング・石川ハイテク・センシング・
クラスタークラスター[ [ ライフライフ ]]

関連施策との連携

○背景
平成１３年３月に閣議決定された第2期科学技術基本計画
において、地域の研究開発資源やポテンシャルの活用によ
り、当該地域における革新技術・新産業の創出を通じた我
が国経済の活性化を図るための取組として、地域における
「知的クラスター」の形成の促進が位置づけられた。

○目的・趣旨
地方自治体の主体性を重視し、知的創造の拠点たる大学、
公的研究機関等を核とした、関連研究機関、研究開発型企
業等による国際的な競争力のある技術革新のための集積
（知的クラスター）の創成を目指す。

○予算等
・平成１４年度事業開始
・平成１６年度予算額９０億（平成１５年度予算額６９億円）
・１地域５億円程度／年 × ５年間

○事業概要
・地方自治体が指定する中核機関（科学技術関係財団等）に
対する補助

・司令塔となる「知的クラスター本部」の設置（本部長、事業
総括、研究統括等の配置）

・科学技術コーディネータの配置や弁理士等のアドバイザー
の活用

・企業ニーズを踏まえた、新技術シーズを生み出す産学官共
同研究の実施

・研究成果の特許化及び育成に係る研究開発の実施
・研究成果の発表等のためのフォーラム等の開催

知的クラスター創成事業とは

京都ナノテク京都ナノテク
クラスタークラスター[ [ ナノナノ ]]



宇都宮・県央エリア宇都宮・県央エリア
製造技術製造技術

筑波研究学園都市エリア筑波研究学園都市エリア
情報通信情報通信

千葉・東葛エリ千葉・東葛エリ
アア

ライフサイエンスライフサイエンス

函館エリア函館エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

熊本エリア熊本エリア
ナノテク・材ナノテク・材

料料

鹿児島市エリア鹿児島市エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

熊本県南エリア熊本県南エリア
環境環境

長崎・諫早・長崎・諫早・
大村エリア大村エリア

ライフサイエンスライフサイエンス

霞ヶ浦南岸新興都市エリア霞ヶ浦南岸新興都市エリア
環境、エネルギー環境、エネルギー

弘前エリア弘前エリア
ライフサイセンスライフサイセンス

北上川流域エリア北上川流域エリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

いわて県央・釜石エリアいわて県央・釜石エリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

長岡エリア長岡エリア
製造技術製造技術

大分県央エリア大分県央エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

都城盆地エリア都城盆地エリア
環境環境

豊橋エリア豊橋エリア
情報通信情報通信

愛媛県東部愛媛県東部エリアエリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

大阪東部エリア大阪東部エリア
製造技術製造技術

富士山麓エリア富士山麓エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

宍道湖・中海エリア宍道湖・中海エリア
環境環境久留米エリア久留米エリア

ライフサイエンスライフサイエンス

和歌山市エリア和歌山市エリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

三重・伊勢湾エリア三重・伊勢湾エリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

松山エリ松山エリ
アア

製造技術製造技術

びわこ南部エリアびわこ南部エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

桐生・太田エリア桐生・太田エリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

新潟エリア新潟エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

郡山エリア郡山エリア
ライフサイエンスライフサイエンス岡山西部エリア岡山西部エリア

製造技術製造技術

大阪／和泉エリア大阪／和泉エリア
ナノテク・材料、ナノテク・材料、

情報通信情報通信

福井まんなかエリア福井まんなかエリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

山形・米沢エリア山形・米沢エリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

米代川流域エリア米代川流域エリア
環境環境

播磨エリア播磨エリア
ナノテク・材料ナノテク・材料

、、
製造技術製造技術

静岡中部エリア静岡中部エリア
ライフサイエンスライフサイエンス

八戸エリア八戸エリア
エネルギーエネルギー

湘南・県央エリア湘南・県央エリア
環境環境

平成１４年度開始地域（１９地域）

平成１５年度開始地域（９地域）

平成１６年度開始地域（９地域）

地域の大学等の知恵を活用し、産学官連携によ
る地域産業の育成・発展、新産業の創出を目指
す。

都市エリア産学官連携促進事業

１地域当たり年間約１億円

（３年間支援）

平成１６年度政府予算額：３４億円

（平成１５年度予算額：３１億円）




